
◎海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律 
（平成一六年六月二日法律第七一号）   

一、提案理由（平成一六年四月二二日・参議院国土交通委員会） 

○国務大臣（石原伸晃君） ただいま議題となりました旅行業法の一部を改正する法律

案及び海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案の提案理由につ

きまして御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案について申し

上げます。 

 内航海運は我が国国内貨物輸送のおよそ四割、とりわけ鉄鋼、石油、セメント等の産

業基礎物資輸送の八割前後を占める我が国物流の基幹的輸送モードでありますが、企業

の国際競争の激化等を受けた物流効率化・高度化の要請が高まってきているとともに、

京都議定書等を受けた環境保全への社会的要請も高まっており、モーダルシフトを担う

内航海運の活性化が強く求められているところであります。 

 また、良質な輸送サービスの提供には優良な船員の安定的確保が必要であり、海上労

働力の適正かつ円滑な移動等を図る必要があります。 

 このような状況を踏まえ、航行の安全の確保及び船員の労働保護を図りつつ、内航海

運を始めとする海上運送事業の活性化を図るため、このたびこの法律案を提案すること

とした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、内航海運業に係る参入規制の許可制から登録制への緩和、内航運送業と内航

船舶貸渡業の事業区分の廃止等の規制の緩和を行うこととする一方で、運航の安全の確

保等の観点から、運送を行う内航海運業者に対する運航管理規程の作成及び届出の義務

付け等を行うこととしております。 

 第二に、自己の常時雇用する船員について船員派遣事業を行おうとする者は、国土交

通大臣の許可を受けることにより、これを行うことができることとするとともに、学校

等の施設の長は、国土交通大臣に届け出て、当該学校等の学生生徒等について、無料の

船員職業紹介事業を行うことができることとしております。 

 第三に、船舶所有者が労働組合等との協定により海員に時間外労働をさせることがで

きることとする等労働時間規制の見直しを行うこととしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が旅行業法の一部を改正する法律案及び海上運送事業の活性化のための船員法等

の一部を改正する法律案を提案する理由です。 

 これらの法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げま

す。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成一六年四月二八日） 



○輿石東君 ただいま議題となりました二法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案は、航行の安

全の確保及び船員の労働保護を図りつつ、海上運送事業の活性化を促進するため、船員

の労働時間に係る規制の見直し、船員派遣事業に係る制度の創設、内航海運業に係る参

入規制の緩和等所要の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、二法律案を一括して議題とし、旅行業法改正の趣旨、観光立

国実現のための具体策、内航海運業の構造改革の推進、船員労務監査の現状と今後の取

組、船員保険加入率の向上策等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表し富樫委員より海上運送

事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案に反対する旨の意見が述べられ

ました。 

 次いで、順次採決の結果、旅行業法の一部を改正する法律案は全会一致をもって、海

上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案は多数をもって、いずれ

も原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案に対し附帯決

議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年四月二七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一、船員の恒常的な長時間労働を是正するため、他業種での事例並びに船員労働の特殊

性を踏まえつつ、航海当直、荷役作業、食料の調達供給等船員の労働時間の定義及び

船舶の安全航行の確保に係る臨時労働の内容について、それぞれ規定上の明確化を図

るとともに、船員に対する労働条件の明示の徹底に努めること。 

二、内航貨物船の定員規制に関し、一日八時間、週平均四十時間という労働時間規制の

原則を前提とした「標準定員」が確保されるよう特段の配慮を行うこと。 

三、船員法等の実効性が一層確保されるよう、情報照会システム及びポイント付加制の

実用化を急ぐなど船員労務監査業務の充実を図ること。 

  また、船員の労働条件・労働環境に関する事後チェック体制の確立と実行を図るこ

と。 

四、常用雇用型船員派遣事業の導入に当たっては、派遣船員の同意を前提としつつ適正

な運営が行われるよう、事業の許可及び就業に際してのチェックを厳正に実施するこ

と。 



五、平成六年の船員法改正時の参議院運輸委員会附帯決議に盛り込まれた内航海運業の

運賃・用船料の適正化について、必ずしも十分な改善効果が上がっていない実状にか

んがみ、内航海運業の一層の健全化を図るため、その適正化に係る環境整備に努める

こと。 

六、内航海運の活性化を図るため、内航海運暫定措置事業を円滑かつ着実に実施するこ

と。 

七、内航海運事業が極めて重要であることにかんがみ、モーダルシフトの推進も考慮に

入れつつ、輸送秩序の維持及び運航の安全性の確保に十分留意した、海上輸送ネット

ワークの構築が図られるよう努めること。 

  右決議する。 

三、衆議院国土交通委員長報告（平成一六年五月二七日） 

○赤羽一嘉君 ただいま議題となりました両法律案につき、国土交通委員会における審

査の経過及び結果の御報告を申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案について申し

上げます。 

 企業間の国際競争が激化する中、物流の効率化・高度化が強く求められていることを

背景として、我が国の国内貨物輸送の約四割、とりわけ鉄鋼、石油、セメント等の産業

基礎物資輸送の八割前後を占める我が国物流の基幹的輸送モードである内航海運の活性

化が強く求められているところであります。 

 本案は、このような状況を踏まえ、航行の安全の確保及び船員の労働保護を図りつつ、

内航海運を初めとする海上運送事業の活性化を図るための措置を講じようとするもので

あります。 

 その主な内容は、 

 第一に、内航海運業に係る参入規制を許可制から登録制に緩和する一方、運航の安全

確保の観点から、運送を行う内航海運業者に対し運航管理規程の作成及び届け出を義務

づけること、 

 第二に、国土交通大臣の許可を受けた者は、自己の常時雇用する船員について船員派

遣事業を行うことができること、 

 第三に、船舶所有者は、労働組合等との協定により、海員に時間外労働をさせること

ができること 

などであります。 

 両法律案は、参議院先議に係るもので、去る五月十九日本委員会に付託され、二十一

日石原国土交通大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取いたしました。 

……………（略）…………… 

 次いで、海上運送事業の活性化のための船員法等の一部を改正する法律案について質



疑に入り、質疑終了後、討論を行い、採決いたしました結果、本案は賛成多数をもって

原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し、海上運送事業の健全化等を図る観点から、内航海運暫定措置事業

を円滑かつ着実に実施することなど、七項目の附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二六日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 基幹的輸送モードである内航海運の活性化を図るとともにその一層の健全化に資す

るため、内航海運暫定措置事業を今後とも継続して円滑かつ着実に実施すること。 

二 内航海運における船員の労働条件及び労働環境の維持・向上並びに航行の安全の確

保を図りつつ、内航海運業の健全化を促進するため、運賃・用船料の適正化に係る環

境整備に努めること。特に、荷主の優越的地位の濫用を防止するため、公正取引委員

会と国土交通省との間で積極的な連携を図ること。 

三 船員の恒常的な長時間労働を是正するため、船員労働の特殊性等を踏まえつつ、船

員の「労働時間」の定義及び船舶の安全航行の確保のための、いわゆる「安全臨時労

働」の内容について、それぞれ明確化を図るとともに、最長労働時間での労働が常態

化することのないよう、関係当事者の意見を十分聴取して四週間又は一カ月当たりの

労働時間の上限を設定すること。 

四 雇入契約の届出を受けた際には、航行の安全を確保するための措置や船員に対する

労働条件の明示が確実になされているかどうかなどについて十分な確認を行うこと。 

五 内航貨物船の定員規制に関し、一日八時間、週平均四十時間という労働時間規制の

原則を前提とした「標準定員」が確保されるよう特段の配慮を行うこと。 

六 船員法等が確実に遵守されるよう、情報照会システムの活用及びポイント付加制の

本格運用を急ぐことなど船員労務監査業務の充実を図ること。 

  また、船員の労働条件・労働環境に関する事後チェック体制の確立と実行を図るこ

と。 

七 常用雇用型船員派遣事業の導入に当たっては、派遣船員の同意を前提としつつ適正

な運営が行われるよう、事業の許可及び就業に際してのチェックを厳正に実施するこ

と。 


